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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

％

人

人

病児・病後児保育利用可能市

町村割合

放課後児童クラブ待機児童数

信州やまほいく研修交流会等の
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市町村
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(R6)
313

2024

(R6)
48

2023

(R5)

☆信州型自然保育(信州やまほいく)認定園の所在市町

村数

達成

状況
目標値設定理由

達成目標

（☆印が付いているものは主要目標）

☆信州型自然保育(信州やまほいく)認定園数

実績 実績 推移

2023

(R5)

No. 施策分野（施策の総合的展開名）
目標

年／

年度
数値

2027

(R9)
330

46
2027

(R9)
77

2025

(R7)
49

年／

年度
数値

2025

(R7)
316

直近３か年の状況
年／

年度
数値

課・室 こども・家庭課

実施期間 不明 ～

単位

園

年／

年度
数値

令和７年３月策定の「長野県子ども・子育て支援事業計画」の

目標値による。

令和７年３月策定の「長野県子ども・子育て支援事業計画」の

目標値による。

令和６年度の見込値と比較して110％以上を目的とする。

R7年度

実績 推移

③信州やまほいくの普及推進

単位
R5年度 R6年度

No. 指標名
R7年度

目標値

一人ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの推進

一人ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの推進5-1①

5-1①

事業番号 04 07 02 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・共働き世帯の増加や核家族化の進展等に伴う家族形態の変化により、安心して子育てができる環境が求められている。

・児童クラブ等利用数の増加や施設の老朽化により、放課後児童支援員の質の確保および施設整備が必要である。

・幼児期における自然を活用した保育については、社会的認知や保育の質の向上を図る必要がある。

社会全体で子どもの育ちを支え、次世代を担う子どもたちが安心して暮らすことのできる社会の実現

①人材確保や子育て家庭への支援に関する総合的な対策の推進

　・研修事業、広報事業の実施

　・幼児教育無償化に対応するため、認可外保育施設利用者に対する保育料負担軽減事業を実施

　・「森と自然の育ちと学びフォーラム」を開催し、森と自然を活用した保育に係る自治体間の交流と学び合いの機会を創出

　・質の高い保育を確保するため、国基準以上に保育士を配置する私立保育所等を支援

  ・新規資格取得者の確保策として学生へ保育士修学資金を貸付け

  ・保育士・保育所支援センターの研修・相談により潜在保育士の復職等を支援

　・安心して出産・子育てができる環境を整備するため、伴走型相談支援と経済的支援を行う市町村を支援

　・病児保育など市町村が行う幅広い子育て支援策の取組を引き続き支援

　・職場環境の改善や風通しの良い職場づくりのため、保育所等の施設長等を対象に、保育士の確保・定着に資するマネジメント研修

を実施

　・保育士を目指す方のすそ野を広げるため、高校生及び指定保育士養成施設学生等を対象に、保育現場の魅力を体感する機会を

提供

　・物価上昇といった厳しい環境の中でも、安定的な地域子ども・子育て支援事業の事業運営を継続して提供できるように、物品の購

⼊等に係る経費に対する補助を実施

②放課後児童対策の推進

　・児童館等の施設整備を支援

　・放課後児童支援員認定資格研修を実施

　・放課後児童クラブにおけるICT化を推進し、放課後児童支援員の業務負担軽減を支援

E-mail kodomo-katei pref.nagano.lg.jp

事　業　名 安心して子育てができる環境づくり事業
部局

県民文化部

こども若者局

58,545 4,436,120 △ 678 4,493,987 2,981,593 3,571,585 10.0

10.0

R6年度 0 3,984,737 267,382 4,252,119 2,938,001 3,026,606 10.0

R5年度 195,965 4,371,054 △ 1,031,015 3,536,004 2,602,859 2,690,425

R7年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 安心して子育てができる環境づくり事業 部局
県民文化部

こども若者局
課・室 こども・家庭課

　・自然保育専門研修を31回、信州やまほいく研修交流会等を３回開催し、

アンケートでは「自然保育に関する理解が深まった」等の好評を得られた。

　・信州やまほいく認定園の内、既存の保育・教育制度による公的助成を

受けていない10園に対して保育者の処遇向上のための補助を行った。

　・11市町村に対して施設整備を支援し、利用可能人数の増加を図った。

　・放課後児童支援員認定資格研修を県内３会場で実施し、新たに221名を放課後児童支援員として認定した。

事業番号 04 07 02

達成状況 未達成

①人材確保や子育て家庭への支援に関する総合的な対策の推進

　・保育の質の確保に向け、０～１歳児保育について国基準以上に保育士を配置する私立保育所等、97施設に補助を行った。

　・保育士の新規資格取得者の確保策として、学生への保育士修学資金を87人に貸付決定し、保育士資格取得者の増加に貢献

した。

　・「保育士・保育所支援センター」の再就職支援コーディネータ―等による、潜在保育士等への再就職支援により、35件のマッチングを

行った。

　・県外から就職活動等を目的に県内保育所等を訪れた、養成校生・潜在保育士８名に対し、旅費に係る補助を実施した。

　・県外から移住し、県内保育所等に勤務する保育士に対し移住支援金を交付した２市（３名）に対し、補助を実施した。

　・安心して出産・子育てができるよう、35市町村に対し妊婦や子育て家庭への支援に要する経費に補助金を交付した。

　・地域の実情に応じた子ども・子育て支援が円滑に実施できるよう、病児保育等の子ども・子育て支援事業の実施に要する費用の一

部を交付した。

　・国の保育料無償化の対象となっていない、３歳未満児の保育料について、多子世帯及び低所得世帯の保育料軽減に取り組む、

74市町村に対し保育料負担軽減のための補助を行った。

　・未就学児を育てている世帯の負担軽減のため、市町村が新たに実施又は拡充する子育て支援に関する取組に対し、50市町村71

事業について経費の一部を補助した。

　・高校生等112人を対象に、県内４地域において一日で保育所を複数園訪問するバスツアーを実施し、保育の魅力を体感する機

会を提供した。

　・保育所等の管理者延べ489人を対象に研修を実施した。

　・地域子ども・子育て支援事業の各事業（放課後児童健全育成事業等）を安定的に継続して実施できるようにするため、14市町

村に対し物品購⼊等に係る経費に対して補助金を交付した。

②放課後児童対策の推進

③信州やまほいくの普及推進

病児・病後児保育利用可能市町村割合 R6年度推移 → R7年度推移 →

実施場所の施設整備の補助を行い、児童が安心して利用できる施設の体制づくりを支援したものの、登録児童数の増加により、放課

後児童クラブの待機児童数は前年度の６人から33人に増加し、目標を達成することができなかった。

信州やまほいく研修交流会等の参加者数 R6年度推移 ↗ R7年度推移 ↗ 達成状況 達成指標 ③

やまほいくの新規認定申請を行う園が増加傾向にある中、研修希望者の意見を聴き取り、研修講師や内容の選定に活かすことで、参

加者増加を達成した。

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

・病児保育を行う医療機関等が少なく、病児保育を利用できない地域がある。

・信州やまほいく認定園のある所在市町村数が伸び悩んでいるため、認定園のない市町村にも積極的に働きかけを行っていく必要があ

る。

・引き続き、放課後児童クラブの待機児童の解消に向けた取組を推進していく必要がある。

(2) 事業改善の方策

・病児保育の新設等を行う市町村に対し、施設整備などの支援を行うとともに、広域連携やﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業を活用した取組

に対し助言等を行う。また、他の市町村の特徴的な取組について、市町村に対し情報共有を行う。

・認定を受けていない園への訪問数を増やして働きかけを強化する。また、申請・更新手続きの電子化によるさらなる申請関係書類の

簡素化を図る。

・引き続き児童館や放課後児童クラブの施設整備の補助等を行い、児童が安心して利用できる施設の体制づくりを支援する。

指標

指標

①

②

実施主体である市町村が子ども・子育て支援事業計画に基づき取り組んでいる。県は運営費や施設整備費を補助することで市町村

を支援しているが、新たに事業を開始する市町村がなく、目標が達成できなかった。

放課後児童クラブ待機児童数 R6年度推移 ↘ R7年度推移 ↘ 達成状況 未達成

自然保育専門研修



1 乳児保育支援事業
０歳児保育に係る加配職員経費等に対する補助金を交付。

補助金

実施市町村数：4　　補助額：2,040千円

2 認可外保育施設児童処遇向上事業
認可外保育施設の運営費、施設整備費に対し補助金を交付。

補助金

実施市町村数：6　　補助額：4,353千円

細事業

No.
細事業名

保育専門相談員の設置

保育専門相談員を８名（保育：７名、給食１名）配置し、保育所等へ相談・

助言を実施。直接

保育所等巡回数：435回

No. 細事業を構成する主な取組

研修開催：49回

2 社会福祉施設代替職員雇用事業

社会福祉施設の保育士等が産休・病休を取得する場合の代替職員の雇用費に対

し補助金を交付。補助金

補助施設数：５施設（８名）　補助額：2,764千円

No.

実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

細事業

No.
細事業名

3 保育専門相談員設置事業

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 保育士等の資質向上事業

保育士等の資質向上を図るため、保育所一般保育士研修、保育所給食担当者

研修、保育士等キャリアアップの各種研修会を実施。直接

実施方法

細事業

No.
細事業名

2 保育士支援事業

補助金

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

5,830 2,190 4,340

千円 千円

人件費補助

1

細事業

No.

R7年度

決算額

R6年度

決算額
細事業名

保育士加配支援事業

No.

1

部局
県民文化部

こども若者局
課・室 こども・家庭課

令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

質の高い保育の確保に向け、０～１歳児保育について国基準以上に保育士を配

置する私立保育所等を支援。

実施市町村数：21市町村　補助施設数：97施設　補助額：120,955千円

事　業　名 安心して子育てができる環境づくり事業

12,606 7,466 6,393

千円 千円 千円

No.

4

1

子育て支援総合助成金事業

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

事業番号 04 07 02 細事業一覧（令和７年度実施事業分）

R5年度

決算額

120,955134,318114,603

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

千円

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

30,092 28,633 30,690

千円 千円 千円

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

3 家庭保育保護者支援事業
３歳未満児を家庭で保育する保護者に係る一時預かり利用料に対する補助

補助金

令和５年度まで実施、令和６年度に廃止のため、実績なし。



98,589 72,696 103,892

千円 千円 千円

4 医療的ケア児保育支援事業 補助金

細事業

No.
細事業名

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

5 保育対策総合支援事業

保育所等において医療的ケア児の受⼊れを可能とする体制を整備するため、看護

師等を保育所等に派遣する取組に対し補助金を交付。

実施市町村数：３　　補助額：11,418千円

6 保育環境改善事業

障がい児の受け⼊れや、病児・病後児保育事業（体調不良児対応型）に必要な

改修、設備の整備等に対する補助。

睡眠中の事故防止対策に必要な機器の購⼊等に係る経費の補助を、認可外保

育施設に対して行った。
補助金

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1
保育教諭確保のための保育士資格取

得支援事業

補助金 特例制度を活用して保育士資格を取得する際の受講料等に対する補助及びその

補助対象者の代替教諭の雇用に対する費用について、補助金を交付。その他

補助対象者：0名（申請がなかったため）

2 保育体制強化事業

市町村以外の者が設置する保育所等が、保育支援者の配置に要する費用に対し

補助金を交付。補助金

実施市町村数：3　　補助額：4,506千円

実施施設数：28　　補助額：14,465千円

5
認可外保育施設衛生・安全対策事

業

認可外保育施設の職員の健康診断の実施に対する補助を行う市町村に対し補助

金を交付。補助金

実施市町村数：２　　補助額：38千円

実施市町村数：17　　補助額：57,268千円

3 保育補助者雇上強化事業

保育士の勤務環境改善のための保育補助者の雇上げに要する費用に対し補助金

を交付。補助金

7 保育所等におけるICT化推進事業

補助金 地域の実情に応じた多様な保育需要に対応するため、保育所等におけるＩＣＴ化

を推進し、子どもを安心して育てることができる環境整備を行うための取組に対し補

助金を交付。
その他

補助実施施設数：0（申請がなかったため）

8
保育所等における要支援児童対応推

進事業

保育士等が有する専門性を活かし、保護者の状況等に応じた相談支援などの業務

を行う地域連携推進員を配置する市町村に補助金を交付。補助金

実施市町村数：２　　補助額：4,730千円



No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 利用者支援者事業

市町村が行う子どもと保護者が利用できる身近な保育所や地域の子育て支援事業

等の情報提供・相談・助言等に対し補助金を交付。交付金

4

細事業

No.
細事業名

8 子ども・子育て支援事業

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

2,055,463 2,031,997 2,387,639

千円 千円 千円

実施市町村数：44市町村　補助額：136,527千円

多様な事業者の参⼊促進・能力活用

事業

多様な事業者の新規参⼊や、特別な支援が必要な子どもを受け⼊れる認定こども

園の設置者に対する補助を行う市町村に対し補助金を交付。

細事業

No.
細事業名

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

77,293 496,069 617,889

千円 千円 千円

千円

細事業

No.
細事業名

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

細事業を構成する主な取組

千円

令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 保育士修学資金貸付等事業

保育士確保を促進するため、保育士養成に係る修学資金等の貸付を実施(返還

免除条件付）。補助金

貸付実績：87件

2 保育士・保育所支援センターの運営

実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

委託

実施回数：５回　参加者数：112名

3
保育士向け管理職マネジメント研修

事業

職場環境の改善や風通しの良い職場づくりのため、保育所等の施設長等を対象

に、保育士の確保・定着に資するマネジメント研修を実施委託

講座数：６講座　受講者数：延べ489名

1 保育料軽減事業

３歳未満児の保育料の軽減に取り組む市町村に対し、補助金を交付。

・第３子以降の保育料を無償化、第２子の保育料を半額

・年収約360万円未満相当の世帯への支援（第２子以降：無償化、第１子：

半額）
補助金

No. 細事業を構成する主な取組

補助市町村数：74市町村

7 保育料軽減事業（旧：多子世帯保育料減免事業）

実施方法

再就職支援コーディネーター２名及びキャリアアドバイザー１名を配置し、伴走支援

や再就職支援研修により、潜在保育士の復職等を支援した。委託

マッチング実績：35名

5
県外保育士就職活動・移住支援事

業

県内保育所等で行う実習や就職活動に要した費用について、対象者に補助金を交

付。県外から移住し、県内保育所等に勤務する保育士に対し移住支援金を交付。補助金

交付金

実施市町村数：4市町村　補助額：3,480千円

2 延長保育事業

通常の利用日・時間以外での保育を実施する民間保育所へ運営費を交付する市

町村に対し補助金を交付。交付金

実施市町村数：21市町村　補助額：67,553千円

3 実費徴収に係る補足給付事業

世帯所得の状況等を勘案して、保育所等に保護者が支払う保育に必要な給食

費、物品購⼊等の費用支援を行う市町村に対し補助金を交付。交付金

実施市町村数：11市町村　補助額：1,865千円

支給実績：就職活動支援金8名　　保育士移住支援金２市（３名）

4 保育の魅力体感事業

保育士を目指す方のすそ野を広げるため、高校生及び指定保育士養成施設学生

等を対象に、保育現場の魅力を体感する機会を提供。

6 保育士確保対策事業
107,854 81,319 150,463

千円

No.



保育や子育て支援分野の事業に従事する者又は従事希望者に対し、必要な知識

や技能等を修得するための研修会を実施。

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後に小学校の

余裕教室、児童館等を利用した適切な遊びと生活の場の提供に要する経費につい

て市町村に対し補助金を交付。

10 一時預かり事業

家庭での保育が一時的に困難となった乳幼児を保育所等で一時的に預かるための

体制整備に要する経費に対し補助金を交付。交付金

実施市町村数：49市町村　補助額：171,986千円

11 地域子育て支援拠点事業

乳幼児と保護者が相互に交流する場所を開設し、子育ての相談、情報の提供、助

言等を実施する市町村に対し補助金を交付。交付金

実施市町村数：49市町村　補助額：193,491千円

実施市町村数：25市町村　補助額：5,567千円

交付金

実施市町村数：66市町村　補助額：1,132,206千円

交付金

実施市町村数：42市町村　補助額：10,009千円

5 放課後児童健全育成事業

9
子どもを守る地域ネットワーク機能強

化事業

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図る

ため、職員や関係機関の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を行った市

町村に対し補助金を交付。

実施市町村数：19市町村　補助額：19,958千円

7 乳児家庭全戸訪問事業

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供

や養育環境等の把握を行う際の経費に対し補助金を交付。交付金

実施市町村数：40市町村　補助額：10,668千円

8 養育支援訪問事業

養育支援が特に必要な家庭を訪問し、養育に関する指導・助言等の実施を行う際

の経費に対し補助金を交付。交付金

20
妊婦のための支援給付事業

（旧：出産・子育て応援事業）

子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を希望する者と援助を行う

ことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整等を行う市町村（委託も

可）に対し補助金を交付。
交付金

実施市町村数：35市町村　補助額：31,964千円

委託

補助金

実施市町村数：35市町村　補助額：13,459千円

安心して出産・子育てができるよう、市町村が行う妊婦や子育て家庭への支援に要

する経費に補助金を交付。

19 子ども・子育て支援整備交付金
病児保育事業を実施するための施設整備を行う市町村に対し補助金を交付。

補助金

18 子育て支援員認定研修

実施市町村数：2市町村

13 ファミリー・サポート・センター事業

12 病児保育事業

病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等による病児、病後

児の一時的な保育を実施（委託も可）する市町村に対し補助金を交付。交付金

実施市町村数：31市町村　補助額：135,779千円

R7認定者数：246人

養育環境等に課題を抱える、家族や学校に居場所のない児童等に対して、当該児

童の居場所となる場を開設し、包括的な支援を実施する市町村に対し補助金を交

付。
交付金

実施市町村数：5市町村　補助額：8,050千円

16 親子関係形成支援事業

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、

相談及び助言の実施、情報交換できる場を設ける等の支援を実施する市町村に補

助金を交付。
交付金

実施市町村数：14市町村　補助額：1,269千円

子育て短期支援事業

保護者の疾病等で、家庭で養育を受けることが一時的に困難となった児童を児童

養護施設等で保護する際の経費に対し補助金を交付。

交付金

6

17 産後ケア事業

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等きめ細かい支援を実施する

市町村に補助金を交付。交付金

実施市町村数：58市町村　補助額：36,471千円

14 子育て世帯訪問支援事業

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産

婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を訪問し、必要な支援を実施。交付金

実施市町村数：32市町村　補助額：7,459千円

15 児童育成支援拠点事業



細事業

No.
細事業名

10 信州やまほいく（信州型自然保育）普及事業

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

32,629 38,069 36,366

千円 千円 千円

フォーラム参加者数：延べ225人

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

保育者の処遇向上のための補助：10団体　補助額：21,330千円

2 施設整備補助

子どもの安全・安心な居場所を確保し、健全な遊びや生活の場を与えて健康増進

や情操を豊かにするため、市町村が行う児童館等の施設整備に対し補助金を交

付。
補助金

実施市町村数：11市町村

2
「森と自然の育ちと学びフォーラム」の開

催

森と自然を活用した保育に係る自治体間の交流と学び合いの機会を創出するた

め、フォーラムを開催。直接

1 認定団体への助成等

補助金 認定園の保育環境等向上のための助成や幼児教育無償化に対応するための認可

外保育施設利用者の保育料負担軽減事業、研修事業、広報事業等を実施。直接

委託

研修回数：3回　研修修了者：221名

実施市町村数：50市町村　補助額：49,485千円

R7年度

決算額

65,618

補助金

3 放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業

放課後児童クラブのＩＣＴ化を行うために必要なシステムの導⼊等に係る費用の一

部を補助し、放課後児童支援員の業務負担を軽減。補助金

実施件数：業務のICT化等を行うためのシステム　４施設、翻訳機等　実績なし

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 研修委託
放課後児童クラブに勤務する支援員を認定するための研修会を実施。

委託

133,849 112,958

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

9 放課後等児童対策推進事業

R5年度

決算額

R6年度

決算額

未就学児を育てている世帯の負担軽減のため、市町村が新たに実施又は拡充する

子育て支援に関する取組に必要となる経費の一部を補助。22 子ども・子育て応援市町村交付金

21
地域子ども・子育て支援事業における

事業継続支援事業

物価上昇といった厳しい環境の中でも、地域子ども・子育て支援事業の各事業（放

課後児童健全育成事業等）を安定的に継続して実施できるようにするための、物

品購⼊等に係る経費に対して補助金を交付。
交付金

実施市町村数：14市町村　補助額：1,703千円


